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一般社団法人日本イエナプラン教育協会定款  

第１章 総則  

（名称）  

第１条 当法人は、一般社団法人日本イエナプラン教育協会と称する。 

２ 英文では、 Japan Jenaplan Association と表示する。  

（主たる事務所）  

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都渋谷区に置く。  

（目的）  

第３条 当法人は、日本におけるイエナプラン教育の発展・普及のために、市民 

の自発的な教育活動を支援、促進し、イエナプラン教育の実践をもとに、情 

報交換や研究を深めていく場をつくることを目的とする。  

（事業）  

第４条 当法人は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

（１）イエナプラン教育の情報交換のためのネットワーク作り  

（２）イエナプラン教育に関する情報提供  

（３）イエナプラン教育に関する研修  

（４）イエナプラン教育に関する教材出版  

（５）その他、イエナプラン教育に関わる活動の支援  

（６）前各号に附帯又は関連する一切の事業  

（公告）  

第５条 当法人の公告は、電子公告により行う。  

２ 事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告による公告をするこ 

 とができない場合は、官報に掲載する方法により行う。 
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第２章 会員  

 

（会員の種類）  

第６条 当法人の会員は次の３種類とし、正会員をもって一般社団法人及び一般 

財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）上の社員とする。  

（１） 正会員 当法人の目的に賛同し、自らの専門性を生かし当法人の運営に協

力する個人 

（２） 賛助会員 当法人の目的に賛同した個人 

(３） 団体会員 当法人の目的に賛同し、当法人の運営に協力する団体・法人  

 

（会員の権利と義務）  

第７条 正会員、賛助会員及び団体会員は、当法人の会員であることを自らに関連

する事業についての広告、パンフレット、催事等において示すことができ

る。  

２ 正会員、賛助会員及び団体会員は、当法人が実施する広告、広報、催事等にお

いて、会員が了承した上でその氏名または名称が掲出されることを承認す

る。 

３ 正会員、賛助会員及び団体会員は、当法人の活動に積極的に参加する。  

会員の活動において、理事会が了承した上で当法人の名称及びロゴを使用す

ることができる。 

 

（入退会）  

第８条 当法人へ入会しようとする個人または団体は、書面もしくは電磁的記録 

をもって申し込み、理事会の承認を受けなければならない。  

２ 会員は、いつでも退会できる。ただし、事前に理事会に書面もしくは電磁的

記録をもってその旨 を届け出なければならない。  

 

（会費）  

第９条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。  

 

 



3                                         DOC_20260627_rev7 
 

（除名）  

第１０条 会員が次のいずれかに該当するときは、第１２条９項に定める総会の 

決議により当該会員を除名することができる。  

（１）この定款その他の規則に違反したとき。  

（２）当法人の名誉を傷つけ、または目的に反する行為をしたとき。 

（３）その他除名すべき正当な事由があるとき。 

 

（会員の資格の喪失）  

第１１条 第８条第 2 項および前条の場合の外、会員は、次のいずれかに該当 

 するときは、その資格を喪失する。  

（１） 総正会員が同意したとき。  

（２） 会費を滞納したとき。  

（３）当該会員が死亡し、または解散したとき。  

 

第３章 総会  

 

（総会）  

第１２条 総会は、正会員をもって構成し、総会における議決権は、正会員１名 

  につき１個とする。総会をもって一般法人法上の社員総会とする。  

２ 総会は、毎事業年度の終了後３ヶ月以内に定時総会を開催するほか、代表理 

  事が必要と認めたときに、理事会の決議に基づき開催する。  

３ 総会は、議決権の過半数を有する正会員の出席をもって成立する。  

４ 総会に出席できない正会員は、総会の議長または他の出席正会員にその権限 

  を委任することができる。この場合、当該正会員は、総会に出席したものと 

  みなす。  

５ 総会の議長は、代表理事が務める。  

６ 総会の決議は、出席した正会員の議決権の過半数をもって決するものとす 

  る。 

７ 総会は、次の事項を議決する。  

（１）役員の選任および解任  

（２）各事業年度の決算報告  
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（３）その他法令で定められた事項および理事会において総会に付議した事項 

 

８ 役員の選出及び、補欠又は増員の選出手続きは、別に定める役員選挙規定に 

よる。 

９ 上記第６項の規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であっ

て、 総正会員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

 （１）定款の変更  

（２）当法人の解散  

（３）会員の除名  

（４）その他法令で定められた事項 

 

第４章 役員  

 

（役員）  

第１３条 当法人に、次の役員を置く。  

（１）理事 3 名以上 （内 代表理事 １名） 

（２）監事 1 名以上  

２ 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款に定めるところにより、職務を 

執行する。  

３ 代表理事は、総会において正会員の選挙により、理事（理事当選者を含む）

の中から選出する。 

４ 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより監査報告を 

作成する。  

 

（役員の任期）  

第１４条 理事の任期は選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のもの に 

関する定時総会の終結時までとし、再任を妨げない。  

２ 補欠または増員により選任された理事の任期は、前任者または他の在任理事 

の任期の残存期間と同一とする。  

３ 監事の任期は選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す  

る定時総会の終結時までとし、再任を妨げない。  
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４ 補欠として選任された監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

５ 役員は、辞任又は任期が満了した場合において、前条第 1 項の定員を欠く 

   に至った場合には、新たに選任されたものが就任するまでは、その職務を行 

  う権利義務を有する。  

６ 代表理事の任期は、理事としての任期に従うものとする。 

７ 役員が、第１５条（再任制限）に定める範囲内で継続して職務に就く場 

合であっても、任期満了ごとに総会において改めて選任の決議を経なけ

ればならない。 

 

 （再任制限） 

第１５条 役員の再任は、原則連続２期までとする。 

２ 但し、当法人の事業継続に特に必要と認められ、かつ理事会が推 

薦した役員について、総会の決議がある場合は、3 期以降の就任を可

能とする。 

 

（代表理事の職務及び権限） 

第１６条  代表理事は、法令及びこの定款の定めるところにより、当法人の 

業務を執行する責を負う。 

２ 代表理事は、毎事業年度に４か月を超える間隔で２回以上、自己の職務

の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（責任の一部免除）  

第１７条 当法人は役員の一般法人法第１１１条第１項の賠償責任について、法 

令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠償責任額から

法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することがで

き る 。 

 

（役員の報酬）  

第１８条 当法人の役員は、当法人の運営管理に対して無報酬とする。 

２ 但し、会員や会員以外の外部の方を対象とした研修の講師や、当法人の運営に

必要な特殊技能を要した場合には、業務委託としての報酬を支払う。 

３ 業務委託先の選出には、当該役員を除いた理事会に於いて承認を必要とす

る。 
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第５章 理事会等  

 

（理事会）  

第１９条 当法人に、理事会を置く。  

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。  

３ 理事会の議長は、代表理事が兼務する。  

４ 理事会は、代表理事が必要と認めたときに開催する。  

５ 理事会は、当法人への入会申込みを承認するほか、次の職務を行う。 

（１）当法人の業務執行の決定  

（２）代表理事の解職  

（３）理事の職務の執行の監督  

（４）規則の制定、変更および廃止に関する事項  

（５）総会の日時、場所および議事に付すべき事項の決定  

（６）その他代表理事が必要と認めた事項についての議決  

 

（分科会）  

第２０条 当法人は、当法人の事業運営上必要があるときは、理事会の議決によ 

り分科会を設置することができる。  

２ 分科会は、それらの目的に対して意欲ある会員から構成される。  

３ 分科会の主査は、理事会が指名し、分科会の構成員及び運営に必要な事項に  

 ついては、主査が定めるところによる。  

 

（事務局）  

第２１条 当法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局職員は、代表理事が理事会の承認を得て任免する。  

３ 事務局の運営に関し必要な事項は、代表理事が理事会の承認を得て決定する。 

４ 必要に応じて、事務作業の一部に業務委託としての報酬を支払う。 

 

（特別顧問）  

第２２条 当法人は、特別顧問を置くことができる。  

２ 理事会は、必要に応じて、特別顧問に助言を求めることができる。 

３ 特別顧問は、理事会において選任及び解任を行う。  

４ 特別顧問は、無報酬とする。  
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但し、会員や会員以外の外部の方を対象とした研修の講師等を行った場合に 

は、業務委託としての報酬を支払う。 

 

第６章 事業年度  

 

（事業年度）  

第２３条 当法人の事業年度は、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。  

 

第７章 雑則  

 

（規定等）  

第２４条 本定款に定めるもののほか当法人の運営上必要な事項は、一般法人法 

その他の法令に従い、理事会の決議により代表理事が別に定めるものとする。 

 

 （残余財産の帰属等）  

第２５条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経 

て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5 条第 17 号に 掲

げる法人または国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 
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附則  

第１条 本定款は、当法人成立の日から施行する。  

第２条 当法人の設立時社員は、次に掲げる者とする。  

（住所）個人情報のため割愛  

久保 礼子  

（住所）個人情報のため割愛  

田村 悠子  

（住所）個人情報のため割愛  

中川 綾  

（住所）個人情報のため割愛  

幕内 那菜  

（住所）個人情報のため割愛  

浅野 聡子  

第３条 当法人の設立時理事、監事及び代表理事は、次に掲げる者とする。 

(1) 設立時理事 久保 礼子  

同 田村 悠子  

同 中川 綾  

同 幕内 那菜  

同 浅野 聡子  

(2) 設立時監事 谷藤 葉子  

(3) 設立時代表理事 久保 礼子  

 

第４条 当法人成立日以前から入会希望の表明をしていた者は、当法人の賛助会 

員になったものとする。  
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第５条 当法人の設立初年度の事業年度は、第２３条の規程にかかわらず、当法 

人成立の日から平成２７年３月３１日までとする。  

以上、一般社団法人日本イエナプラン教育協会を設立するため、この定款を作 

成し、設立時社員がこれに記名押印する。 

平成 26 年 10 月 19 日  

 設立時社員 久保 礼子  

 設立時社員 田村 悠子  

設立時社員 中川 綾  

 設立時社員 幕内 那菜 

  設立時社員 浅野 聡子 

 

 

第６条 改訂 令和８年６月２７日 

 
              施行日は、令和８年６月２８日 とする 

 
 


